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(百万円未満切捨て)
１．2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 70,722 △6.0 6,029 △14.2 7,311 △6.9 7,086 △74.3

2022年3月期 75,256 △10.2 7,030 39.9 7,857 100.8 27,544 31.7
(注) 包括利益 2023年3月期 8,775百万円(△70.9％) 2022年3月期 30,120百万円( 36.7％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 369.40 － 10.0 8.2 8.5

2022年3月期 1,349.01 － 46.9 9.6 9.3
(参考) 持分法投資損益 2023年3月期 206百万円 2022年3月期 420百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 89,021 74,535 83.7 3,883.46

2022年3月期 89,842 67,428 75.1 3,517.30
(参考) 自己資本 2023年3月期 74,535百万円 2022年3月期 67,428百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 1,241 △5,520 △1,738 20,717

2022年3月期 △195 20,018 △16,534 25,769
　　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 － － － 90.00 90.00 1,725 6.7 3.1

2023年3月期 － － － 90.00 90.00 1,727 24.4 2.4
2024年3月期

(予想)
－ － － － － －

　

当社は、利益配分に関する基本方針に基づき期末日を基準日として年１回の配当を実施しております。2024年３月期
の配当予想額は未定のため、期末配当金の予想を「－」と表記しております。

３．2024年3月期の連結業績予想（2023年4月1日～2024年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 70,000 △1.0 5,800 △3.8 5,200 △28.9 3,300 △53.4 171.94

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 1社 (社名)MegaChips VC2 USA LLC 、除外 －社 (社名)－
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年3月期 21,967,700株 2022年3月期 21,967,700株

② 期末自己株式数 2023年3月期 2,774,753株 2022年3月期 2,797,111株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 19,183,125株 2022年3月期 20,418,208株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．2023年3月期の個別業績（2022年4月1日～2023年3月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 70,722 △6.0 6,115 △13.2 7,241 △2.7 7,108 △64.0

2022年3月期 75,256 △7.3 7,046 20.5 7,441 38.5 19,773 46.3
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年3月期 370.58 －

2022年3月期 968.40 －
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 74,154 59,928 80.8 3,122.42

2022年3月期 77,175 55,208 71.5 2,879.86

(参考) 自己資本 2023年3月期 59,928百万円 2022年3月期 55,208百万円
　

　　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び本資
料の発表日現在において合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束するもの
ではありません。実際の業績等は今後の様々な要因によって予想と大きく異なる可能性があります。
（決算補足説明資料の入手方法）
決算説明資料については、決算短信開示後速やかに当社ホームページに掲載いたします。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における電子機器業界においては、産業用電子機器の需要が微減となったものの、民生用電子

機器、電子部品・デバイスの需要は概ね前年同期と変わらず、電子機器業界全体の市場は前年同期とほぼ同水準

で推移いたしました。

ASIC事業においては、これまでの主力分野であるゲーム機器、デジタルカメラ、事務機器分野に加え、産業機

器分野における国内外の有力顧客に向け、顧客の機器・サービスのアプリケーションに最適なソリューションを

提供しております。その競争力は、顧客のアプリケーションに関する深い理解と独自のコア技術を基に、顧客の

課題解決のために、独創的なアルゴリズム・アーキテクチャを搭載したシステムLSIを開発し、提供できることに

あります。

ASSP事業においては、急速な情報通信技術の革新が進展する中で更なる成長を図るため、今後の成長が見込め

る産業機器分野、通信分野、エネルギー制御分野、ロボット分野等をターゲットとした新規LSI事業の立ち上げに

経営資源を集中しております。アナログ・デジタル回路の開発・設計技術の競争力強化と、国内・海外企業との

戦略的な協業に取り組み、差別化できる付加価値の高いソリューションを開発・提供することで、将来の収益の

重要な柱となる新たな事業の育成を図っております。

当連結会計年度の経営成績につきましては、前連結会計年度に比べ減収となりましたが、ゲームソフトウェア

格納用LSI（カスタムメモリ）の需要が第２四半期から第３四半期にかけて堅調に推移し、売上高は707億２千２

百万円（前年同期比6.0％減）、営業利益は60億２千９百万円（同14.2％減）となりました。

経常利益は、持分法適用の関連会社であるSiTime Corporationの持分法による投資利益（のれん等償却費を含

む）が２億６百万円、為替差益が６億４千２百万円それぞれ発生したこと等により、73億１千１百万円（同6.9％

減）となりました。

また、関連会社であるSiTime Corporationの株式の一部を売却したことにより、特別利益として関係会社株式

売却益が34億６千７百万円発生し、親会社株主に帰属する当期純利益は70億８千６百万円（同74.3％減）となり

ました。なお、前連結会計年度においては、SiTime Corporation株式の一部売却及びSiTime Corporationの新株

発行増資の実施により、関係会社株式売却益が292億５千１百万円計上されております。

当社グループは単一の事業セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりません。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における総資産は890億２千１百万円（前連結会計年度末比８億２千１百万円の減少）となり

ました。主要な項目を前連結会計年度末と比較すると、受取手形、売掛金及び契約資産が24億２百万円、投資有

価証券が85億４千６百万円、関係会社株式が20億４千４百万円それぞれ増加した一方で、現金及び預金が65億４

百万円、未収入金が67億４千１百万円それぞれ減少しております。

負債合計は144億８千５百万円（同79億２千７百万円の減少）となりました。主要な項目を前連結会計年度末と

比較すると、支払手形及び買掛金が７億５千６百万円、未払金が４億８千５百万円、未払法人税等が60億２千１

百万円それぞれ減少しております。

純資産は745億３千５百万円（同71億６百万円の増加）となりました。主要な項目を前連結会計年度末と比較す

ると、親会社株主に帰属する当期純利益が70億８千６百万円となり、為替換算調整勘定が30億９千９百万円増加

した一方で、剰余金の配当が17億２千５百万円となり、その他有価証券評価差額金が14億１千万円減少しており

ます。

この結果、自己資本比率は83.7％（同8.6ポイントの上昇）となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、207億１千７百万円となり、前連

結会計年度に比べ50億５千２百万円の減少（前年同期は43億６千１百万円の増加）となりました。当連結会計年

度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、12億４千１百万円の資金の獲得（前年同期は１億９千５百万円の資金

の使用）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益が102億７千２百万円となり、その他の資産が64億

４千２百万円減少した一方で、関係会社株式売却益が34億６千７百万円発生したこと、売上債権が24億２百万円

増加したこと、仕入債務が７億５千６百万円減少したこと、法人税等の支払額が83億９千３百万円あったことに

よるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、55億２千万円の資金の使用（前年同期は200億１千８百万円の資金の獲

得）となりました。これは主に、関係会社株式の売却による収入が45億９千１百万円あった一方で、投資有価証

券の取得による支出が94億４千７百万円、長期前払費用の取得による支出が10億８百万円あったことによるもの

であります。

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー・キャ

ッシュ・フローは、42億７千９百万円の資金の使用（前年同期は198億2千3百万円の資金の獲得）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、17億３千８百万円の資金の使用（前年同期は165億３千４百万円の資金

の使用）となりました。これは主に、配当金の支払額が17億２千３百万円あったことによるものであります。

（４）今後の見通し

当社がターゲットとする通信分野では、従来、ネットワークに接続されていなかった様々なものが接続される

ようになり、通信速度や距離の向上、タイムラグの減少、多くの機器が同時に接続できる多接続が実現するなど、

IoT時代に対応する多岐にわたる通信技術の開発が進展しております。

産業機器分野では、世界的な自動化ニーズの高まりやデジタルシフトが進む中で、物流、製造オートメーショ

ンをはじめ日常のいたるところで自動化の動きが加速しており、産業用ロボットや各種産業機器の重要性が増し

ております。

このように、様々な分野で我々を取り巻く機器に使用される電子部品の高性能化や多機能化などのニーズが高

まることによって、高精度・多機能・小型・低消費電力などに貢献するキーデバイスとして、LSI製品の需要拡大

が期待される状況となってまいりました。

このような状況の下、当社グループは、アミューズメント分野を中心とするASIC事業の事業基盤を強化しつつ、

今後の成長が見込まれる産業機器分野、通信分野、エネルギー制御分野、ロボット分野等へ経営資源を集中的に

投下し、収益基盤を強化することで中長期の成長を加速させる考えです。

また、サステナビリティに関する取り組みとして、人材の育成・多様化の推進、人権の尊重と社内環境の整備、

地球環境に配慮した事業活動、持続可能なサプライチェーンの構築、エレクトロニクス分野における独自の社会

貢献活動などに積極的に取り組み、持続的成長の基盤づくりを進めてまいります。

① 主力事業分野における事業基盤の強化

主力事業であるASIC事業においては、顧客密着・提案型営業を積極的に推進することで営業力を強化し、新

規技術の開発と品質向上に取り組むこと、またサプライチェーンの一翼を担うという責任を果たすべく情報連

携や生産体制の確保などに注力し、安定した製品の供給と顧客のニーズに最適なソリューションを提供するこ

とで、事業基盤の強化を図ります。

② 新たな事業分野の育成強化

急速に市場拡大が見込まれる産業機器分野、通信分野、エネルギー制御分野、ロボット分野等をターゲット

として経営資源を集中的に投下し、国内外において競争力に優れた製品を積極的に市場に投入して新たな事業

分野の育成による持続的成長を推進します。特に通信分野においては、業務提携先との先端技術をベースとし

た無線通信、高速有線通信及び電力線通信向けの製品立上げと、これらを融合したモジュール製品の開発に注

力し、国内外の販売体制、生産体制の整備や人材の配置を進め、事業化を加速します。
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③ 将来に向けた新たな事業創出への取り組み

当社の長期的な成長を見据え、国内外の大学との最先端技術の共同研究開発を推進するとともに、北米拠点

においては、CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）ファンドなどを通じて米国を中心とした最先端の技術

やアイデアを持つスタートアップ企業との戦略的提携や事業投資を行います。これらにより獲得した技術と、

当社が培ってきた既存の技術を融合して付加価値を高め、独自性のある事業の創出を推進します。

④ 中長期の成長を支える財務体質づくり

事業構造転換や新規事業育成による中長期的な成長を支えるため、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に適応で

きるよう健全で強靭な財務体質を維持します。安全性に関する指標として、自己資本比率の安定化を図りま

す。

⑤ 人材育成・多様化の推進と社内環境の整備

人材の価値を最大限に引き出すために、人材の育成・多様化の推進、社内環境の整備に取り組みます。人材

の育成・多様化においては、階層別教育、テーマ別研修等の教育体系の拡充、通年採用制度による多様な人材

の採用、新卒採用活動におけるインターンシップ機会の充実などの施策を推進します。また、社内環境の整備

においては、育児休業制度、育児時短勤務など多様な働き方に対応した制度の充実と利用促進、従業員の健康

維持を目的としたストレスチェックや女性の健康に関する勉強会の実施や有給休暇の取得促進等、全ての社員

にとって働きやすい環境づくりに取り組みます。

⑥ 地球環境の保全とサプライチェーンにおける課題への取り組み

地球環境保全のため、地球温暖化対策や環境負荷の低減に配慮した事業活動を行います。自社製品の生産委

託先企業に対しては、有害化学物質の使用に関する指針の順守、二酸化炭素や有害物質の排出基準の順守の徹

底を要請するなど、持続可能なサプライチェーンの構築に継続して取り組みます。また、オフィスのエネルギ

ー消費や廃棄物の削減などの活動にも取り組みます。

⑦ エレクトロニクス分野における技術者の育成

日本の国力の基礎となる若者の支援として、国内の大学への寄付や共同研究・委託研究といった交流を通し

て、日本のエレクトロニクス分野で次世代を担う優秀な人材育成に取り組むとともに、研究活動を通じて先端

技術の創出を促進します。また、将来の優秀な女性技術者を育成するための女子大学への支援にも積極的に取

り組み、エレクトロニクス分野における技術者の多様化を推進します。

次期における通期の連結業績につきましては、売上高は700億円（前年同期比1.0％減）、営業利益は58億円

（前年同期比3.8％減）、経常利益は52億円（前年同期比28.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は33億円

（前年同期比53.4％減）をそれぞれ見込んでおります。なお、当連結会計年度においては、SiTime Corporation

株式の一部売却により、関係会社株式売却益が34億６千７百万円計上されております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、日本基準に基づき連結財務諸表及び財務諸表を作成しております。国際会計基準の適用については、国

内外の会計基準制定や適用動向等について常時情報を収集しておりますが、当面は日本基準に基づき連結財務諸表

及び財務諸表を作成いたします。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,769,446 19,265,419

受取手形、売掛金及び契約資産 7,950,688 10,353,476

有価証券 － 1,451,821

商品及び製品 2,345,180 2,182,487

仕掛品 951,209 1,740,111

原材料及び貯蔵品 324,761 374,976

未収入金 18,702,209 11,960,299

その他 1,439,335 1,500,044

貸倒引当金 △1,457 △76,264

流動資産合計 57,481,372 48,752,371

固定資産

有形固定資産

建物 1,686,338 348,386

減価償却累計額 △1,363,074 △178,581

建物（純額） 323,263 169,804

工具、器具及び備品 5,232,045 4,805,754

減価償却累計額 △4,604,326 △3,866,880

工具、器具及び備品（純額） 627,719 938,873

土地 116,149 －

建設仮勘定 675,867 705,049

その他 1,452,283 1,212,464

減価償却累計額 △1,436,912 △1,189,147

その他（純額） 15,371 23,317

有形固定資産合計 1,758,370 1,837,045

無形固定資産

ソフトウエア 416,516 455,907

その他 6,626 1,574

無形固定資産合計 423,142 457,482

投資その他の資産

投資有価証券 5,668,088 14,214,221

関係会社株式 19,105,173 21,149,636

長期前払費用 1,246,877 931,619

繰延税金資産 1,621,507 1,026,233

その他 2,537,872 652,434

投資その他の資産合計 30,179,520 37,974,145

固定資産合計 32,361,033 40,268,672

資産合計 89,842,406 89,021,044
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,101,451 7,344,452

未払金 2,443,250 1,958,026

未払法人税等 7,991,659 1,969,952

賞与引当金 850,758 733,733

工事損失引当金 33,921 210,644

その他 1,947,237 1,685,627

流動負債合計 21,368,278 13,902,436

固定負債

その他 1,045,509 583,555

固定負債合計 1,045,509 583,555

負債合計 22,413,787 14,485,992

純資産の部

株主資本

資本金 4,840,313 4,840,313

資本剰余金 9,359,915 9,359,915

利益剰余金 56,013,709 61,364,420

自己株式 △8,364,802 △8,298,764

株主資本合計 61,849,135 67,265,884

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,455,486 2,045,472

為替換算調整勘定 2,123,997 5,223,695

その他の包括利益累計額合計 5,579,483 7,269,167

純資産合計 67,428,618 74,535,052

負債純資産合計 89,842,406 89,021,044
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 75,256,424 70,722,656

売上原価 61,641,427 58,672,673

売上総利益 13,614,997 12,049,983

販売費及び一般管理費 6,584,735 6,020,136

営業利益 7,030,261 6,029,846

営業外収益

受取利息 6,940 115,753

受取配当金 112,852 175,952

受取派遣料 70,439 177,269

持分法による投資利益 420,364 206,208

投資事業組合運用益 13,212 －

為替差益 367,931 642,528

雑収入 25,882 26,585

営業外収益合計 1,017,623 1,344,298

営業外費用

支払利息 23,096 7,372

債権売却損 44,511 35,319

自己株式取得費用 74,947 －

投資事業組合運用損 － 8,525

雑損失 47,722 11,316

営業外費用合計 190,278 62,534

経常利益 7,857,606 7,311,611

特別利益

関係会社株式売却益 29,251,940 3,467,999

持分変動利益 147,365 360,648

特別利益合計 29,399,306 3,828,647

特別損失

固定資産除却損 690,417 480,068

減損損失 － 387,616

投資有価証券評価損 － 501

その他の投資評価損 205,115 －

特別損失合計 895,532 868,186

税金等調整前当期純利益 36,361,380 10,272,072

法人税、住民税及び事業税 8,111,706 2,595,127

法人税等調整額 705,290 590,783

法人税等合計 8,816,997 3,185,911

当期純利益 27,544,382 7,086,161

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 27,544,382 7,086,161

非支配株主に帰属する当期純利益 － －
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 401,479 △1,410,014

為替換算調整勘定 722,689 531,988

持分法適用会社に対する持分相当額 1,451,702 2,567,709

その他の包括利益合計 2,575,870 1,689,683

包括利益 30,120,253 8,775,845

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 30,120,253 8,775,845

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,840,313 9,362,461 34,446,477 △1,609,380 47,039,871

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△1,063,352 △1,063,352

会計方針の変更を反映

した当期首残高
4,840,313 9,362,461 33,383,124 △1,609,380 45,976,519

当期変動額

剰余金の配当 △1,741,029 △1,741,029

親会社株主に帰属す

る当期純利益
27,544,382 27,544,382

自己株式の取得 △10,000,037 △10,000,037

自己株式の処分 26,629 42,670 69,300

自己株式の消却 △29,175 △3,172,769 3,201,944 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － △2,545 22,630,584 △6,755,422 15,872,615

当期末残高 4,840,313 9,359,915 56,013,709 △8,364,802 61,849,135

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 3,054,006 △50,393 3,003,613 50,043,484

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△1,063,352

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,054,006 △50,393 3,003,613 48,980,132

当期変動額

剰余金の配当 △1,741,029

親会社株主に帰属す

る当期純利益
27,544,382

自己株式の取得 △10,000,037

自己株式の処分 69,300

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

401,479 2,174,391 2,575,870 2,575,870

当期変動額合計 401,479 2,174,391 2,575,870 18,448,486

当期末残高 3,455,486 2,123,997 5,579,483 67,428,618
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,840,313 9,359,915 56,013,709 △8,364,802 61,849,135

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
4,840,313 9,359,915 56,013,709 △8,364,802 61,849,135

当期変動額

剰余金の配当 △1,725,353 △1,725,353

親会社株主に帰属す

る当期純利益
7,086,161 7,086,161

自己株式の取得 △8,425 △8,425

自己株式の処分 △10,097 74,463 64,366

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 5,350,710 66,038 5,416,749

当期末残高 4,840,313 9,359,915 61,364,420 △8,298,764 67,265,884

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 3,455,486 2,123,997 5,579,483 67,428,618

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,455,486 2,123,997 5,579,483 67,428,618

当期変動額

剰余金の配当 △1,725,353

親会社株主に帰属す

る当期純利益
7,086,161

自己株式の取得 △8,425

自己株式の処分 64,366

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△1,410,014 3,099,698 1,689,683 1,689,683

当期変動額合計 △1,410,014 3,099,698 1,689,683 7,106,433

当期末残高 2,045,472 5,223,695 7,269,167 74,535,052
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 36,361,380 10,272,072

減価償却費 307,784 405,517

長期前払費用償却額 689,738 679,730

貸倒引当金の増減額（△は減少） 98 74,806

賞与引当金の増減額（△は減少） 185,587 △117,052

工事損失引当金の増減額（△は減少） 17,533 176,722

受取利息及び受取配当金 △119,793 △291,705

支払利息 23,096 7,372

持分法による投資損益（△は益） △420,364 △206,208

投資事業組合運用損益（△は益） △13,212 8,525

為替差損益（△は益） △609,399 △617,835

固定資産除却損 690,417 480,068

減損損失 － 387,616

投資有価証券評価損益（△は益） － 501

関係会社株式売却損益（△は益） △29,251,940 △3,467,999

持分変動損益（△は益） △147,365 △360,648

その他の投資評価損 205,115 －

売上債権の増減額（△は増加） △18,031 △2,402,787

棚卸資産の増減額（△は増加） 411,522 △676,423

仕入債務の増減額（△は減少） △1,384,755 △756,999

その他の資産の増減額（△は増加） △544,440 6,442,823

その他の負債の増減額（△は減少） 229,863 △693,339

その他 △15,042 35,079

小計 6,597,791 9,379,836

利息及び配当金の受取額 119,793 262,600

利息の支払額 △29,591 △7,372

法人税等の還付額 1,352 209

法人税等の支払額 △6,884,629 △8,393,835

営業活動によるキャッシュ・フロー △195,283 1,241,438

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △788,089 △789,124

無形固定資産の取得による支出 △492,030 △156,990

投資有価証券の取得による支出 △1,602,818 △9,447,992

関係会社株式の売却による収入 24,491,500 4,591,523

関係会社株式の取得による支出 △367,170 －

長期前払費用の取得による支出 △601,828 △1,008,900

差入保証金の回収による収入 1,694 534

差入保証金の差入による支出 △14,858 △87,472

事業譲渡による収入 228,040 2,156,960

その他 △835,638 △778,984

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,018,801 △5,520,446
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △2,790,000 －

自己株式の取得による支出 △10,000,037 △8,425

配当金の支払額 △1,737,329 △1,723,178

その他 △7,289 △6,563

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,534,657 △1,738,167

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,072,747 964,970

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,361,609 △5,052,205

現金及び現金同等物の期首残高 21,407,837 25,769,446

現金及び現金同等物の期末残高 25,769,446 20,717,240
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な子会社の異動)

MegaChips VC2 USA LLC及びLDVP MCC Co-Investment Fund, L.P.は、当連結会計年度において新たに設立したた

め連結の範囲に含めております。

(重要な会計上の見積り)

(非上場株式等の評価)

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

当社及び米国の連結子会社は、中長期における持続的成長に向けて、最先端の技術やアイデアを持つ複数の海

外スタートアップ企業への投資を行っております。当該投資は、当連結会計年度の連結貸借対照表において投資

有価証券10,905,280千円及び関係会社株式（持分法非適用会社）400,590千円として計上されております。

(2) 会計上の見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

当社が保有している投資は、市場価格のない株式等として取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、

実質価額が著しく低下したときには、実質価額の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き評価

損を認識いたします。米国の連結子会社が保有している投資は、米国会計基準に基づき、容易に決定可能な公正

価値を持たない投資として、該当する場合には減損損失を控除のうえ、観察可能な価格の変動を加減した原価を

もって貸借対照表価額とする方法を選択しています。したがって、投資先の経営状況や将来見通しの著しい悪化

を含む定性的要因を考慮して、公正価値が取得原価を下回ることを示唆する状況が識別された場合には、評価損

を認識いたします。

当該投資の評価においては、当該スタートアップ企業に対する投資に係る実質価額に含まれる超過収益力の算

定を行った結果、当社が保有している投資については実質価額の著しい低下が認められないこと、また、米国の

連結子会社が保有している投資については公正価値が取得原価を下回ることを示唆する状況が認められないこと

から、評価損の認識は不要と判断しております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、独自のアナログ・デジタル技術をベースとしたLSIの設計、開発から生産までのトータルソリ

ューションの提供を主たる業務とする単一の事業セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

（単位：円）

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 3,517.30 3,883.46

１株当たり当期純利益 1,349.01 369.40

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 27,544,382 7,086,161

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
27,544,382 7,086,161

普通株式の期中平均株式数（株） 20,418,208 19,183,125

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．その他

役員の異動

(1) 新任取締役候補者

取締役 倉本 雅史（くらもと まさし）

取締役 岩井 正明（いわい まさあき）

社外取締役 中村 哲（なかむら さとし）

（現 ドイツ カールスルーエ大学 Honorarprofessor、奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科情報科

学領域 教授）

(2) 退任予定取締役

下前 泰人（しもまえ やすと）

山口 育男（やまぐち いくお）

(3) 新任監査役候補者

監査役 青木 博士（あおき ひろし）

(4) 退任予定監査役

山川 眞紀子（やまかわ まきこ）

(5) 異動予定日

2023年６月23日

　


